応用時系列計量経済分析に関する小論 by 山田 宏 & Yamada Hiroshi
Essays on applied econometric time series
analysis
著者 山田 宏
内容記述 Thesis (Ph. D. in Economics)--University of
Tsukuba, (B), no. 1486, 1999.3.25
発行年 1999
その他のタイトル 応用時系列計量経済分析に関する小論
URL http://hdl.handle.net/2241/2377
証303週
氏名（本籍）
学位の種類
学位記番号
学位授与年月日
学位授与の要件
学位論文題目
やま　　だ　　　　　　ひろし
山　囲　　　宏（広島県）
博　　士（社会経済）
博乙第1，486号
平成11年3月25日
学位規則第4条第2項該当
……ssays◎洞ApP鮎ed……c◎蘭◎獅e肺c羽nne　Ser1es　A竈alysis
（応用時系列計量経済分析に関する小論）
主　査　　筑波大学教授
副　査　　筑波大学教授
副査　筑波大学教授
副査　筑波大学助教授
副査　広島大学教授
Ph．D．（経済学）
Ph．D．（経済学）
工学博士
Ph．D．（経済学）
経済学博士
斬　波　恒　正
太　田　　　誠
岸　本　　　男
李　　　明　宰
前　州　功　一
論文の内容の要旨
　経済時系列の多くが確率的トレンドを含むものであることは，近年幾多の実証研究で明らかになってきた。確
率的トレンドを含む時系列の階差をとると，定常になることがあるが，そのような場合この時系列は単位根を持
つという。単位根を持つ時系列間の線形結合は，時に確率的トレンドに起因する非定常性を相殺させ，定常とな
ることがある。このような非定常時系列間の関係を共和分と呼ぶ。本学位論文は，計量経済学の主要な話題の一
つである単位根と共和分についての理論的論文と実証的論文から成る。
　多変量自己回帰モデル（VAR）は，経済理論からの制約をなるべく受けない形で複数の時系列の因果関係な
どを検討するのに計量経済学でよく用いられる分析手法である。単位根や共和分の可能性がある時系列のVAR
分析に，通常の最小二乗法推定に基づいて統計的推測を行うのは適当でない。幾つかの手法が提案されているが，
本論文の第1章ではVECM（Toda　and　Phinipsによる多変量誤差修正モデル），FMl－VAR（Phi11ipsによる完全
修正VAR），LA－VAR（Toda　and　Ya㎜a肌otoによるラグ追加VAR）の3手法を展望している。これら3手法は，
各々の必要な仮定を満たせば漸近的に同等の特性を持つが，仮定が崩れていたり標本の大きさが漸近論理が要求
するものよりも小さければ，すなわち小標本では，違いがある。第2章と3章では，これら3手法の小標本特性
をモンテカルロ実験によって比較している。検定のサイズ（帰無仮説の下での実際の棄却率）で比べると，LA－
VARが最も安定しており逆にFMl－VARは不安定な場合が見られた。VECMにもFM－VARと同じ傾向が観察さ
れた。一方，検出力（対立仮説の下での棄却率）では，LA－VARが最も劣っていた。また推定結果の安定性で
較べると，FM－VARカーネル推定で使用するバンド幅のパラメーターの選択に依って異なる検定結果を与える
という不安定性があるが，LA－VA艮は手法自体の簡単さからかそのような不安定性は認められない。
　第4章と5章は，3章までの時系列計量経済学の成果を踏まえた実証論文である。開発途上国では，輸出を増
加させることで経済成長を高めようとの政策を採用することがある。第4章ではこのような輸出志向政策の有効
性を輸出のショックが国民生産に恒常的な影響を与えるかどうかを，韓国の月次データを使用して検討した。
VAR分析の結果，輸出志向政策を強く支持する結論を得た。第5章では最近出版された（別の著者による）日
本の貨幣需要の共和分分析の論文を，より望ましい手法と定式化で再検討したものである。山田氏は通常の貨幣
需要関数に使用する経済変数に為替レートを追加できることを発見した。為替レートはグレンジャーの意味で貨
幣需要に影響し（Granger　causes），しかも負の効果（円高は貨幣需要の減少をもたらす）を持つことが判明した。
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審査の結果の要旨
　本論文の第ユ章から3章をもとにした論文は，戸田氏との共著でEc㎝o加cs五航εrs（EL）と∫oum∂！o∫
及oηo”θ亡rゴcsに掲載された。また第4章と5章の実証研究をもとに単著で伽ρ〃ed　Eco刀o〃ゴcs工砒θrsに2本，
ELにユ本掲載予定である。このように山田氏の学位論文の（展望である第1章を除くと）いずれの章も査読付
き専門誌に掲載されることになった論文のもとになっており，水準の高い計量経済学の学位論文である。
　一方，審査段階においては，本論文における山田氏のオリジナリティーと貢献度，シミュレーション実験の計
画法そして3章までの結果と経済学との関わり合い等が問題として指摘された。いずれの点でも特別演習の時点
のものと比べると格段の改善が見られる。また，合計5本もの論文の元になったことを考えると山田氏が本論文
作成に傾注した努力は高く評価される。特に当初は実証分析が欠けていたのに，3本の実証論文のもとになる第
4章と5章を追加したのは，好ましい。今後も経済学の実証分析から計量経済理論の開発の動機を得て，忍耐強
く困難な理論に挑んでいくことが望まれる。
　よって，著者は博士（社会経済）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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